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報 告 事 項 が ３ 件 ご ざ い ま す 。  

 

第１件目として、１０月２７日及び１１月２５日に開催された東京都市長会

関係の主な審議内容をご報告申し上げます。 

 

はじめに、１０月２７日に開催された平成２６年度第５回東京都市長会につ

いてです。 

 

まず、東京都からの連絡事項が４件ありました。 

１件目は、政策企画局から「東京都長期ビジョン（仮称）中間報告のとりま

とめ」について説明がありました。 

このビジョンは、目指すべき将来像を「世界一の都市・東京」の実現を掲げ、

２つの「基本目標」と政策の方向性を示す８つの「都市戦略」から構成されて

おり、本市に大きく関係する事項として「多摩ニュータウンの再生」が記述さ

れております。 

今後、意見聴取等行い、「引き続き検討を行う重要課題等についての政策目標」

や「具体的な政策展開と３か年の実施計画」を追加し、本年１２月末を目途に

最終報告を公表するとのことです。 

２件目は、青少年・治安対策本部から「安全・安心ＴＯＫＹＯ戦略（仮称）

の策定及び東京の安全・安心に関する懇談会の開催」について説明がありまし

た。 

「世界一の都市・東京」にふさわしい安全・安心を実現するため、新たな施

策方針として「安全・安心ＴＯＫＹＯ戦略（仮称）」を来年３月に策定するため、

有識者による懇談会を開催するとのことです。 

 ３件目は、福祉保健局から「平成２６年度施策の見直しの取扱い」について

説明がありました。 

見直しを行う事業は、福祉保健局所管の民間社会福祉施設サービス推進費補

助事業と重症心身障害児（者）通所事業運営費補助の２事業です。 
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見直し内容は、２事業とも障害者施策推進区市町村包括補助事業に統合する

ものです。 

民間社会福祉施設サービス推進費補助事業の見直しの理由は、児童福祉法改

正により、障害児に係る通所サービスの実施主体が区市町村に移行したことを

踏まえ、法制度との整合を図り、地域の実情に応じた事業展開や利用者サービ

スの向上を促進するためです。 

なお、本市では、この補助金を受けている施設はありません。 

次に、重症心身障害児（者）通所事業運営費補助の見直しの理由は、既に包

括補助化されている障害者の通所に係る補助制度などとの整合を図るとともに、

補助金交付申請等の事務手続きを簡素・効率化するためです。 

なお、本市も、この補助金を受けていますが、補助金額への影響はないとの

ことです。 

４件目は、総務局から「平成２６年東京都人事委員会勧告等の概要」につい

て説明がありました。 

主な勧告内容は、例月給は１５年ぶり、賞与である特別給は７年ぶりに引上

げとなりました。そのほかのポイントとしては、国の総合的見直しに対しては、

「地域手当の１８％から２０％への引上げと給料月額の引下げを合わせて平成

２７年４月１日からの実施」や「現在の係長級職と課長補佐級職を廃止し、新

たな監督職として課長代理級職の設置」などです。 

 

次に議案審議事項として、４件の審議が行われました。 

議案第１号の「平成２６年度施策の見直しの取扱い」については、先に述べ

ました東京都からの連絡事項として、保健福祉局から説明のあった件ですが、

厚生ワーキンググループで協議し、厚生部会で取りまとめ、全体会で審議する

こととされました。 

議案第２号の「平成２７年度東京都予算編成にかかる重点要望事項（案）」に

ついては、都市町村協議会において、東京都に対し要望書を提出することが承

認されました。 
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なお、最重点要望事項は、「平成２７年度予算編成について」「防災事業の充

実と財政措置の確立について」「オリンピック・パラリンピック競技大会開催に

向けた支援について」となっています。 

議案第３号の「各種審議会委員等の推せん」については、原案のとおり承認

されました。 

 また、追加議案第１号「農地制度のあり方」については、全国市長会から農

地転用許可等の市町村への権限移譲に関する緊急要請活動について依頼があり、

審議した結果、東京特有の課題について盛り込んだ内容に要請文を修正し、関

係各所に要請していくことが決定されました。 

次に報告事項ですが、「会長専決処分の報告」及び「各種団体からの要請」に

ついても報告され、了承されました。 

 

続きまして、１１月２５日に開催された平成２６年度第６回東京都市長会に

ついてです。 

 

まず、東京都等からの連絡事項が２件ありました。 

 １件目は、東京都後期高齢者医療広域連合から、「平成２５年度決算及び平成

２７年度予算見込み案並びに平成２７年度区市町村負担金の概要」について説

明がありました。 

平成２５年度決算については、一般会計で歳入決算額は５７億１，８６５万

円で前年度比０．５％の増、歳出決算額は５６億５，９２９万円で前年度比０．

５％増となりました。特別会計で歳入決算額は１兆１，６１９億３，９５３万

円で前年度比５．９％の増、歳出決算額は１兆１，２９１億２，７１７万円で

前年度比４．９％増となりました。 

現段階での平成２７年度予算の見込み案では、一般会計予算は４４億４，６

００万円で前年度比約９．３％減、特別会計予算は１兆２，３２４億３，１０

０万円で前年度比約４．５％増と見込んでいるとのことです。また、平成２７

年度区市町村負担金見込み案の状況ですが、事務費負担金見込み案は事務費負
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担金４０億８，１８２万円、前年度比７．３％増で多摩市は４，４５８万４，

１４９円、前年度比３０３万４，６９４円増となっています。事務費以外の負

担金見込み案は２，３４０億９，７７３万円、前年度比３．０％増で、多摩市

は２４億４，７２５万６千円、前年度比１億４８３万９千円増となっています。 

２件目は、都総務局から「今後の多摩振興施策の推進」について説明があり

ました。 

本年３月に策定した「新たな多摩のビジョン行動戦略」を推進していくため

東京都では「ビジョン連携推進会議」などを設置し取り組みを進めているとの

ことです。 

これらの取り組みについては、「年次報告書（仮称）」を作成し、都の事業進

行管理や市町村、民間等との連携の促進についての取組み成果をとりまとめ、

来年４月に報告書を作成するとのことです。 

 

続いて議案審議事項として、２件の審議が行われました。 

議案第１号の「平成２７年度東京都市長会分担金」については、各市の分担

金について承認され、多摩市の分担金は２４４万５千円で、前年度比４万４千

円増となっています。 

議案第２号「平成２６年度東京都市長会一般会計歳入歳出補正予算（案）」に

ついては、８月の市長会議において承認された「１９６４年東京オリンピック・

パラリンピック５０周年記念事業」に係る各市への助成金と北京区・県交流事

業の実施決定に伴う負担金について補正するものであり、審議の上、承認され

ました。 

 

次に報告事項ですが、「会長専決処分の報告」のほか、「政府等関係機関への

要請」として２件の報告がありました。 

 １件目は、１０月の市長会議で審議した「農地制度のあり方」について、全

国市長会からの要請文に東京都市長会として、三大都市圏では都市農業振興と

都市農地の保全が喫緊の課題であり「都市農業・都市農地基本法（仮称）」の早
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急な制定、現行の都市農地制度や土地相続制度等の改善などについて必要な措

置を取ることを要請することを盛り込んだ上で、平成２６年 

１１月５日付で、関係各所に対し、要請書を提出した旨の報告がありました。 

 ２件目は、「地方財源の拡充に関する要請」について、昨年に引き続き、都市

と地方の財政力格差の是正のため、国では法人市民税の一部を国税化し地方交

付税の原資とすることを更に進めるとし、平成２７年度からは法人実効税率の

引き下げが予定されております。 

この動きに対して、平成２６年１１月１２日に安藤東京都副知事をはじめ、

特別区長会、市長会、町村会の各会長が総務省を訪問し、４者連名の総務大臣

宛の要請書を赤間総務政務官に手渡し、要請を行ったとの報告がありました。 

 

第２件目として、「向ノ岡橋架橋整備工事（第２期工事）に係る訴訟の判決等」

について、ご報告を申し上げます。 

本件訴訟について、市が太喜建設株式会社を相手取って平成２４年３月に損

害賠償と既払金の返還を求めて提訴したこと、およそ２年間の審理を経て本年

４月１７日に第一審の判決が言い渡され、市の請求が全面的に認容されたこと、

相手方がこの判決を不服として控訴したことについては、これまでご報告した

とおりです。 

本年１１月２５日に、控訴審での審理を経て、控訴審判決が言い渡されまし

たので、その内容についてご報告いたします。 

控訴審判決においても、第一審判決と同様に概ね市の主張を認めるものでし

たが、市の請求額、約９，５２９万円のうち約４１８万円は損害として認めら

れないとして、一部減額される内容となっています。 

この減額部分は、市職員の時間外手当、仮橋のリース料の一部、弁護士費用

の一部等です。 

なお、相手方には判決送達から２週間の上告期間が認められていることから、

今後は、上告の状況を確認し、適切に対応してまいります。 
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第３件目として、「市道工事等に係る損害賠償等請求訴訟の判決等」について、

ご報告を申し上げます。 

本件訴訟について、本市が行った平成３年の市道工事により阻害された宅地

内の排水機能の復元を求めるほか、少なくとも７４０万円の損害が生じている

として、市民がその損害の賠償等を求めて提起したこと、原告の請求を棄却す

る判決が言い渡され、この判決に対し原告が控訴したことについては、これま

でにご報告したとおりです。 

本年１０月８日に控訴人の請求を棄却する判決が言い渡され、その後、東京

高等裁判所から、１０月２０日に控訴人がこの判決を不服として上告を提起し

た旨の通知がありました。 

今後は、最高裁判所の指示等に基づき、適切に対応して参ります。 

 

以上、３件をご報告申し上げ、市長行政報告と致します。 

 

（平成２６年第４回多摩市議会定例会） 


